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地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第１項の規

定に基づき提出された故安倍晋三国葬儀への出席に係る公金の支出差止めに関する住民

監査請求についての監査結果は、次のとおりである。

奈良県監査委員 内 野 正 博

同 森 田 康 文

同 和 田 恵 治

同 藤 野 良 次

第１ 監査の請求

１ 請求人

略

２ 請求書の提出日

令和４年９月１５日

３ 請求の要旨

監査請求書及び請求人の陳述の内容から、請求の要旨をおおむね次のとおりと解

した。

(1) 措置要求事項

故安倍晋三国葬儀（以下「国葬儀」という。）に奈良県知事（以下「知事」と

いう。）及び奈良県議会議長（以下「議長」という。）が参列するに際して公金

を支出（随行職員に関する支出等も含む。）することを差し止める措置をとるこ

とを求める。

(2) 請求理由

国葬儀は違憲・違法なものと考えており、その結果、国葬儀に関連して支出さ

れる公費もまた違憲・違法な支出になるものと考える。

ア 国葬儀の違憲性

・国葬儀は個人の平等に反し、憲法第１４条に違反する。

・国葬儀は、追悼を国中の人々に強いるという意味で、思想良心の自由を保

障した憲法第１９条に反する。

・国葬儀は、憲法第２０条や第８９条の政教分離規定に違反する。
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・国葬儀の実施は、憲法第２１条が保障する表現の自由が侵害されることに

なる。

イ 国葬儀の違法性

・国葬儀は、法的根拠がなく、違法な行政行為である。

ウ 国葬儀に関して地方公共団体が公費を支出することの違法性

・法第２条第２項に反する違法な行為であることは明らかである。

・国葬儀への出席は、住民の福祉の増進を図るものとは言えず、地方公共団

体の事務には該当しない。

エ 国葬儀に関して地方公共団体が公費を支出することの不当性

・国葬儀は、時期においても内容においても、適当でない。

４ 請求人から提出された事実証明書

（1）令和４年７月２２日 閣議決定 故安倍晋三の葬儀の執行について

（2）２０２２.８.１４ 朝日新聞デジタル配信記事 国葬は「役割を終えた」もの

歴史学者が語る政府決定への大きな疑問

（3）国葬令（大正１５年１０月２１日勅令第３２４號）

（4）宮間純一 「国葬の成立－明治国家と「功臣」の死」

（5）「故元帥海軍大将山本五十六国葬関係新聞記事切抜」（抜粋）

（6）岸田内閣総理大臣記者会見 令和４年７月１４日

（7）岸田内閣総理大臣記者会見 令和４年８月１０日

第２ 請求の受理

国葬儀に係る公金の支出を止めることを求める旨の請求については、本件住民監

査請求の提出日（令和４年９月１５日）時点において、知事及び議長の国葬儀出席

に関連する公金支出がなされることが相当の確実さをもって予測されることなどか

ら、これを受理する。

なお、６５名から監査請求書が提出されたが、１名が当該請求書を取下げた。

第３ 監査の実施

１ 請求人の証拠の提出及び陳述

令和４年１０月１２日、法第２４２条第７項の規定により、証拠の提出及び陳述

の機会を設けた。
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これに対し、請求人から監査請求に記載している、措置要求事項の請求理由につ

いての陳述があった。

２ 監査の観点、着眼点、対象及び方法

奈良県監査基準に基づき、合規性等の観点から、本件国葬儀に係る公金の支出が

法等に基づく適正な支出か、また、県の会計規則、旅費の基準等に基づき、支出等

の手続が適切に行われているか又は行われるかなどに着眼して、請求人が違法と主

張する本件国葬儀への出席に係る支出を対象として、請求人から提出を受けた請求

書及び補足説明書等並びに監査対象部局から提出を受けた資料及び監査対象部局の

説明等の内容を確認するなどの方法により監査した。

３ 監査対象部局

知事公室、議会事務局

４ 監査対象部局から提出を受けた監査資料及び監査対象部局の説明の内容等

監査対象部局に対して、監査資料の提出を求めるとともに、令和４年１０月１４

日に説明を聴取するなどした。

監査対象部局から提出を受けた監査資料及び監査対象部局の説明の内容等は、お

おむね次のとおりである。

(1) 監査対象部局の説明（知事公室）

ア 知事の出席の経緯について

令和４年８月２４日の定例記者会見において、知事は「案内があれば国葬儀

へ出席する」旨を表明。同年９月９日に岸田文雄国葬儀委員長から、「故安倍

晋三国葬儀」の知事宛案内状が届き、知事に出欠を確認。全国知事会へメール

により出席の旨を回答した。

イ 公費の支出について

国葬儀への出席に係る公費の支出として該当するのは、知事の旅費等である

が、そのうち旅費については、知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例等

の規定に基づき積算した額49,470円であり、令和４年１１月２４日に支出を予

定している。

ウ 国葬儀へ出席したり、公金を支出することは、法第２条第２項に反する違法

・不当な行為である旨の請求人の主張に対する見解について
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法第２条第２項は、「普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の

事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるものを処理す

る。」と規定している。これは、普通地方公共団体が、まず、「地域における

事務」を包括的に処理する機能があることを明らかにしたうえで、なお、必ず

しも「地域における事務」に該当しないものであっても法律により処理するこ

ととされた場合や法律に基づく政令により処理することとされた場合には、当

該事務を処理するものであることを一般的に示しているものであって（参考

逐条地方自治法 第９次改訂版３８ページ)、「地域における事務」には法律や

政令の根拠が必要であるものに限らず、儀礼的なものも含まれると考えられて

いる。（参考 平成１８年１２月１日 最高裁判所第二小法廷判決）。

国葬儀は、閣議決定に基づいて国の儀式として実施されたものであり、国葬

儀委員長である内閣総理大臣から知事宛に案内があったことから、国の公式行

事であると認められる。したがって、国葬儀への出席は、知事が国の公式行事

への案内を受け、地域住民の代表として出席したものであることから、社会通

念上相当と認められる儀礼上の行為であり、法第２条第２項に反するものでは

なく、また、出席に係る公費の支出は違法・不当な支出には当たらないと考え

る。

国葬儀は国が決定・実施するものであることから、国葬儀が違法かどうか、

適当かどうかということは、知事の国葬儀への出席に係る公費支出の違法性・

不当性には関係しない。

(2) 監査対象部局の説明（議会事務局）

ア 議長の出席の経緯について

令和４年８月１７日に総務省から全国都道府県議会議長会を通じて、奈良県

議会に対して「都道府県議会議長及び知事は全員（４７名）が参列対象とな

る」旨の連絡があった。同月２３日、各都道府県議会事務局長宛に、全国都道

府県議会議長会総務部長名の事務連絡「故安倍晋三国葬儀の出欠について」の

文書が送付され、同月２４日に出席の旨を回答した。

イ 公費の支出について

国葬儀への出席に係る公費の支出として該当するのは、議長の旅費等である

が、そのうち旅費については、奈良県議会議員の議員報酬額、費用弁償額及び

期末手当の額並びにその支給条例等に基づき積算した額42,530円であり、令和

４年１０月２４日以降に支出を予定している。
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ウ 国葬儀へ出席したり、公金を支出することは、法第２条第２項に反する違法

・不当な行為である旨の請求人の主張に対する見解について

国葬儀については、令和４年７月２２日に「故安倍晋三の葬儀の執行につい

て」閣議決定されたが、内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４条第３

項第３３号において内閣府の事務として「国の儀式並びに内閣の行う儀式及び

行事に関する事務に関すること」とあることから、法に基づく国の儀式と考え

る。本件国葬儀の参列者については、総務省から全国都道府県議会議長会を通

じて、令和４年８月１７日に奈良県議会に対して「都道府県議会議長及び知事

は全員（４７名）が参列対象となる」旨の連絡があり、令和４年８月２３日に

全国都道府県議会議長会より、本県議会議長の国葬儀への出欠照会があった。

この経緯から、国葬儀は、国の儀式として、各都道府県議会議長に対して出席

を求められたものであるから、本県議会を代表して議長が出席する旨を回答し

た。その後、令和４年９月９日付で全国都道府県議会議長会を通じて、本県議

会議長宛に国葬儀実行委員長である内閣総理大臣からの「故安倍晋三国葬儀の

案内状」が送付された。

奈良県とも関わりのあった「故安倍晋三元内閣総理大臣」の本件国葬儀の案

内状をもって、地方議会の代表である議長が公務として国葬儀に出席したこと

は、他の儀礼的な行事に公務として出席することと同様に、法第２条第２項の

「地域における事務」に反するものではないと考える。また、この出席に係る

旅費等の費用については、公費から適法に支出されるものであり、その手続等

に何ら問題はないと考える。

第４ 監査の結果

本件の住民監査請求の監査の結果を次のとおり決定した。

本件の住民監査請求の監査対象事項に係る措置請求は、理由のないものとして棄

却する。

以下、その理由について述べる。

１ 各論点及び監査委員の判断

(1) 請求人が、国葬儀出席に係る公金の支出について、法第２条第２項に反する違

法な行為であると主張していることについて

法第２条第２項は、「普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事

務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるものを処理する。」

とし、「地域における事務」を包括的に処理する機能があることを明らかにした

うえで、なお、必ずしも「地域における事務」に該当しないものであっても法律
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により処理することとされた場合や法律に基づく政令により処理することとされ

た場合には当該事務処理するものであることを一般的に示している。

「地域における事務」には、相手方との友好、信頼関係の維持増進を図ること

を目的とすると客観的にみることができ、かつ、社会通念上儀礼の範囲にとどま

る限り、当該普通地方公共団体の事務に含まれるものとして許容されると解する

のが相当である（平成１８年１２月１日最高裁判所第二小法廷判決参照）。国葬

儀は閣議決定に基づき挙行され、その法的根拠については内閣府設置法第４条第

３項第３３号にあるとの政府の説明も踏まえ、国葬儀委員長である内閣総理大臣

から知事及び議長宛に案内がなされた国の公式行事として、これに対し知事は法

第１４７条に基づく代表として、議長は法第１０４条に基づく代表として出席し

たものであり、社会通念上相当と認められる社交儀礼上の行為と考えられる。

知事及び議長が出席した国葬儀に関連する旅費等の支出については、現時点ま

で支出の手続がなされていないものもあるが、今後、各執行機関において、関係

規程等に基づき手続がされることとなっており、本監査時点では、公費で支出す

る範囲、金額、積算等について、違法、不当な点は認められなかった。

(2) 請求人が、国葬儀は違憲・違法なものと考えており、その結果、国葬儀に関連

して支出される公費もまた違憲・違法な支出になると主張していることについて

請求人は、国葬儀は違憲・違法なものと考えており、その結果、国葬儀に関連

して支出される公費もまた違憲・違法な支出になるものと考えていると主張して

いることについて、現時点において、国が挙げている国葬儀を行う４つの理由は

必ずしも十分な説明とはなっていないなどの議論があること、また、国において、

国葬儀に係る一定のルールを設けることを目指し、有識者から意見を収集・整理

するとして検証が行われていることは承知しているが、国葬儀が憲法に違反する

か否か、違法なものか否かについては、住民監査請求が対象とする財務会計行為

に関わることではなく、地方自治体監査委員の監査の直接の対象とすることがで

きない。

２ 結論

以上のとおり、本件国葬儀に係る公金の支出に違法性又は不当性は認められない

ため、請求人が求める措置である県の公金支出を差し止めることの理由は認められ

ない。


